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衛生費

1 概要

東日本大震災以降、長崎市内で消費されるエネルギー消費量は減少傾向にあるものの、実際の

温室効果ガス排出量は、原子力発電所の停止に伴うC02排出係数の増加等により震災前と比べ増

加していることから、更なる実効性のある温室効果ガス排出削減策が求められている。長崎市内

における温室効果ガス排出削減に向けては、地域でつくられた良質な再生可能エネルギーを地域

で活用するエネルギーの地産地消を図ることが重要である。

このような中、環境省が実施した「平成 29年度長崎市における廃棄物発電のネットワーク化

に関する実現可能性調査」において、地域エネルギー事業体構築による、単年度収支の黒字化(約

2,700万円)、 20年間収支による事業継続性及びC02排出量削減効果(約 8,ooot-C0ゾ年)が見込

まれることが示された'

ついては、長崎市における温室効果ガス排出削減を目指し、再生可能エネルギーを活用した工

ネルギーの地産地消を図るため、地域エネルギー事業体構築に向けた調査検討を進めるもの。
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2 事業内容

(1)地域エネルギー事業体構築調査検討業務委託 7,957千円

環境省の調査結果を基に、市が所有する廃棄物処理施設(東工場、西工場)及び太陽光発

電施設(三京メガソーラー、学校等小規模施設)で発電した電力を市有施設(本庁、学校等)

に供給する地域エネルギー事業体構築に向けて必要となる収支計画、運営計画等を含む具体

的かつ詳細な事業計画(案)を策定するための調査分析等を行う。

【委託業務内容】

・電力調査分析

(電カセンサー設置、電力値データ等収集分析、需給対象調査、電力需給の最適化分析等)

・事業体調査分析

(市場価格や他新電力料金、資本金規模、業務量、需給・顧客管理システムの調査分析等)

・地域エネルギー事業の事業性評価、環境性評価(C02排出量削減効果)

・事業賛同者との協議にかかる基礎データ作成等支援

(2)事業費内訳

委託料(地域エネルギー事業体構築調査検討業務) フ,957千円

補正額

フ,

千円

9 5 7



3 財源内訳

事業費

フ,

千円
9 5 7

4 今後の流れ

今回補正分

国庫支出金

千円

調査分析

事業性、環境性評価

事業賛同者との協議

事業計画(案)策定

県支出金

財 源

千円

地方債

内

千円

その他

千円

一般財源
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背景

●更なる実効性のある温室効果ガス排出削減策が求められており、再生可能エネルギーを活用しだ
エネルギーの地産地消が重要である

●電気事業法改正(平成28年4月)による電力小売全面自由化に伴い、電力小売事業へ自治体も関
与が可能になり、また、西工場(高効率発電設備)稼働開始に伴い、さらに良質かつ安定的な再
生可能エネルギーが供給できるようになったため、地域エネルギー事業に取り組む環境が整った

2.地域エネルギー事

(1)地域エネルギー事業(自治体PPS)とは
地方自治体が民間事業者・NP0等と連携しながら、エネルギーの地産地消などの政策目的

をもって地域の資源を活用して地域の需要家にエネルギーを供給、需給調整等に関与すること
であり、地域エネルギー事業体とは自治体が関与する小売電気事業者(自治体PPS)のこと。

自治体が参画している小売電気事業者:全国23社(参考 H29.4資源エネルギー庁調べ:・

(2)長崎市の地域エネルギー事業の目的
・再生可能エネルギーを活用したエネルギーの地産地消
・電カコスト縮減による地域活性化

・再エネや省エネの拡大恋どによる低炭素なまちづくり等
2030年以降

2025鼻頃~
古エネ

乗工建替
拡大

亀源

問晃

5.地域エネルギー事業体構築に向けての調査検討【6月補正予算】

具体的な事業計画(案)を策定するために、

・実測データの調査・分析、最適な電力需給バランスの分析等
・市場価格や他新電力料金調査、料金メニユーの作成

・業務景の精査、需給・顧客管理システムの調査分析等
・資本金・出資割合の検証・評価

・事業性評価及び環境性評価(C02排出量削減効果)
・事業賛同者との協議
が必要

地域エネルギー事業のめざす姿

=エネルギーの地産地消、地域内資金循環、地域活性化などによる低炭素なまちづくりを

めざすためには、電気事業法上、小売電気事業者を設置する必要がある

・1.環境省実現可能性調査(H303)【事業イメー゛

地域エネルギー事業の推進について

スタート時点

公共から

公共

越力の

地産地消

自治体PPS

現在

再エネ
交村金

暗カコスト

削瓢

池城内

資金陌瑞

自冶住PPS

拡大

単位千円

区0.

(仮D
36円

三京
メカソーラー

太光晃電

学校等
小規模

太光尭挺

住宅・企業

への供給

低炭探尽

弐ちづくり

再エネ

拡大

(例)

36円

3-2.環境省実現可能性調査【試算結果】
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交付金

(例)

10円
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※例示の金額は仮定料金

(停D
19円

、

単年度収支試算結果

先

売上計

支出計

経常利益

鞭常利益(素橿)

、

ユゞ共方価言窒
の一部
98小中学校
53施設
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② 20年間の累積事業収支の試算結果

(例)
20円

電力金牡仇州電
カ)から供給

地域エネルギー会
社から侯姑

要家への
販充1=係る

叫排出係数
実博出係劇

t瓜/k断

0^

4.地域エネルギー事業体構築1」向けての課題

環境省のモデルケースでの調査結果を基に、実際に事業運営を行う地域エネルギー事業体の構築に向
けた検討を進めるだめに必要と恋る具体的かつ詳細な事業計画(案)の策定
【事業計画(案)の内容】
・収支計画・資金計画
・運営計画・事業賛伺者

年

JEPX・市場価格
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③ C02排出量削減効果の試算結栗
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①単年度収支の黒字化
②20年間の累積事業収支による

事業継続性

③C02排出屋削減効果
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長崎市地球温暖化対策実行計画

[目標]
市域における温室効果ガス排出量を
2030年度(平成42年度)までに、
基準年2007年度(平成19年度)比43%削減する

[課題]

エネルギー消費量は減少傾向にあるものの、

温室効果ガスについては、漸増傾向にある

(原子力発電所の停止に伴う、電力使用量当たのの
CO.排出係数の増力の

長崎市における再生可能エネルギー導入促進について

両万k冊・.

24(X)

▲IU首'.

2;夷X)

平成29年度環境部重点取組み

温室効果ガス削減のため、

1 再生エネルギーの導入促進に向けた動きを加速していく。

2 再生エネルギーの地産地消を図るため新電力の導入可能性に
ついて調査・検討を行う。

(t也球温暖化対策実行計画協議会とも連携)

クスX)

2267

、ミ^・ 111、ミ

長'市域の力使用量

21{刃

2283

2α刃

1窪刃

2.254

果B阜A貫災

Ia刃

2.246

コtx)フ

("19)

エネルギーの地産地消の推進
温室効果ガス削減、地域資源の循環利用、地域内経済循環

再生可能エネルギー導入促進

・太陽光以外の再生可能エネルギーの導入可能性の検討

・再生可能エネルギーを活かした地域活性化の検討

にバマスがロエルーとー^

地域エネルギー事業推進

・電力小売全面自由化に伴い、自治体関与が可能

→電カシステム改革(電力小売全面自由化)

・市が良質かつ安定的な再生可能エネルギーを整備

→平成28年10月西工場(高効率発電設備)稼働開始

2tX欝

H20)

干t (X、

3'X力

2.147

非

崎市慨から排出される温室効果ガス排出量の推移

産業民生業務M民生寂庭迎防"廃棄物その他

2()10

(H22)

2.157

2.2^

?.704

__2子瓔,__'?ξ02__?宅、26 __

1'^

?,〔玲1

?012

(H24)

敦χJ

【参考】
平成30年2月議会
所管事項調査資料

平成30年度環境部重点取組み

木質バイオマスを活用した地域振興モデルを検討する。

再生可能エネルギー(電力、蒸気等)の地産地消を図るため、

市施設(東・西工場、三京メガソーラー等)を活用した事業

可能性を調査・検討する。

2013

(H25)

?,018

?(X拾?【X)フ

(H19)(H20)

C◆朋出係致(k"C込/kwh)

0.387 037'

0

2014

(H26)

【環境省事業】平成29年度長崎市における
廃棄物発電のネットワーク化に関する実現可能調査

地域エネルギー事業として、廃棄物発電所(東・西工場)、三京メ

ガソーラー等の再生可能エネルギー電力を公共施設の一部学校、

本館・別館、地域センターなど)へ供給する場合を検討

送配電網

2015

(H27)

耳度

P(X沿

(ト12D

n゛咋度
20獣〕'f虚▲d3%

1.2郭千t'CO,への
到達ライン

P()10

(H22)

0.369

2.613

2t)"
(H23)

0385

2.322

平成30年度予算

再生可能エネルギー活用推進費【新規】

(1)バイオマス基礎調査事業【当初予算】

・木質バイオマス賦存量調査等 1394千円

》事業化に向けた基礎データ備のため、賦存量を調査

・詳細情報査(森林組合、廃棄物等)
・木質バイオマス賦存量の計・整理
・木質バイオマス利用可能量の・理

2ι)1P
("24)

0525 0612

P013

(H25)

廃棄物発

0613

P014

(H26)

0.584

2015

("27)

(舘般仙)

0.駄均

東工場

鼻産

市有のメガ
ソーラー施、

西工場

(2)地域エネルギー推進事業【補正予算】

①環省調査の結果を基に業実施について

市有施設の小規摸
太陽光発電設備

業ネ

^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^^

公共施設

日本卸電力取引所など

②地域エネルギー事業体構築業務委託(補正対応予定)

・事業体構築(パートナー、関与条件調整など)
・需給計画(データ詳細分析、事業規模確定など)
・収支計画(詳細収支予測、過不足時対応など)
・事業計画(C02削減、事業体成、資金調達など)

③事業体計画承認、設立意思決定後、出資金等予算化

思決定

災害に強く
環境負荷の

小さい

低炭素社会

エネルギーの

地産地消

発に依存しない社会)

地域内経済の
循環による
地域活性化
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